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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

静岡県内の温室効果ガス削減率（2013
年度比）

-24.20％
2028年

３月
公表

再生可能エネルギー導入量 65.7万kl 67.9万kl

森づくり県民大作戦参加者数 28,000人 22,540人

地域循環共生圏の形成に向けたプロ
ジェクトに取り組む市町数

30市町 23市町

外国人宿泊客数 250万人 218万人

１年間に文化・芸術の鑑賞または活動
を行った人の割合

75.00% 61.40%

観光交流客数 16,250万人

2026年
８月
公表

TIPSアプリのダウンロード数 80,000件 118,030件

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

1
環境と経済が両立した
「地域循環共生圏」形
成事業

科学的知見の充実に加
え、県民の意識転換、人
材育成、県内市町への
支援により、本県におけ
る「環境と経済の両立」を
推進する。

98,192 49,095 
地方創生に効

果があった

深刻化する環境危機に加え、原油や天然
ガスの価格高騰の影響を受け、環境と経
済が両立した地域づくりの意識が高まっ
ており、地域循環共生圏の形成に向けた
プロジェクトに取り組む市町が増加した。
さらに、森・里・川・海のシミュレーションモ
デルを活用した研究支援や、学習会・実
践活動の実施により、森づくりをはじめと
する環境保全活動への県民参加者数は、
目標値までは達成できなかったが、昨年
度並みに推移している。
また、地球温暖化対策アプリ「クルポ」や
環境学習に関する総合ポータルサイトの
運用、「企業脱炭素化支援センター」の相
談対応・セミナー開催等により、家庭部門
での温室効果ガス排出量の削減や企業
の脱炭素化に対する意識向上に大きく寄
与している。

事業の継続

引き続き、市町や企業脱炭素化支援セン
ターへの支援、環境学習ポータルサイト
やシミュレーションモデルの活用促進等を
図り、産官民が連携した取組による「地域
循環共生圏」の形成を推進する。

2
東アジア文化都市2023
静岡県開催と連動した
誘客促進事業

　「東アジア文化都市」の
2023年の開催都市に、
本県が選定されたことを
契機として、本県独自の
文化芸術イベントを切れ
目なく開催するとともに、
本県をはじめとした日本
の文化芸術の魅力や価
値を世界に発信すること
で、文化的魅力を活かし
た持続的な観光誘客に
つなげていく。

165,409 82,704 
地方創生に効

果があった

東アジア文化都市2023静岡県を契機とし
た演奏会、講演会、ワークショップ、対談
イベント、ふれあいイベント等、幅広い種
類のイベントを実施し、本県の文化・芸術
の鑑賞や活動を行った人や本県観光来
訪者の増加につなげた。
「日本特有の温浴文化、食や歴史文化・
スポーツ等と組み合わせた温泉活用の可
能性」の発信を目的に昨年度実施した
フォーラムを契機として、タイ王国との覚
書を締結し、アジア地域の観光誘客につ
なげた。
観光デジタル情報プラットフォームと連携
した観光アプリTIPSによるイベント情報の
発信やスタンプラリーの実施、他事業との
連携機能実装等により、TIPSアプリのダ
ウンロード数の増加につなげた。

事業の発展

本県独自の歴史・文化施設、世界遺産を
はじめとした文化資源を活用して、本県の
文化・芸術の鑑賞や活動を行った人や本
県観光来訪者の更なる増加を図る。
引き続き、温泉の魅力の再発見とそれを
活用した観光来訪者の増加につなげるイ
ベント開催を検討するとともに、フォーラム
で構築された研究者・事業者のネットワー
クを活かし、温泉拠点の構築について検
討を進める。フォーラムを契機に締結した
タイ王国との覚書に基づき、日本の温浴
文化とタイスパを組み合わせた新しいヘ
ルスケアコンテンツの創出に取り組む。
観光アプリTIPSの情報発信機能やスタン
プラリー機能の強化によりアプリのダウン
ロード数の増加を図る。来訪者データ等
観光デジタル情報プラットフォーム上の
データを活用・分析して、来訪者を受入れ
る側である観光産業の生産性向上につな
がる旅行需要の平準化施策に取り組む。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について
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2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

県外大学の本県出身の全就職者のう
ち、県内企業に就職した学生の割合

40.5%
2027年

１月
公表

県内大学卒業就職者の県内企業等就
職割合

61.20% 53.40%

企業進出決定数（情報通信やデザイン
等のサービス業）

40件 43件

移住相談窓口等を利用し県外から移住
した20代から40代の子育て世代の世帯
主数

996人 1,427人

本事業による若者が参加できる地域づ
くり活動の支援数

105件 106件

ふじのくに出会いサポートセンターの
会員数

3,000人 2,437人

3
若者の県内就業拡大
事業

若者に魅力ある企業の
集積・定着推進による、
若者雇用の受け皿確
保、県内学生の県内就
職促進、県外学生・若者
のU・Ｉターン促進に取り
組む。

117,514 58,756 
地方創生に相
当程度効果が

あった

県内大学生が、本県の産業・企業を知り、
地域への理解を深めることを目的とした
取組を実施した。具体的には企業体験型
授業の開講、大学１・２年生を対象とした
就業体験を含む静岡県キャリア教育プロ
グラム、大学による県内定着を促進する
取組への助成制度により、本県企業の周
知や県内就職に係る意識醸成を図った。
「ふじのくにパスポート」ホームページや最
新情報をプッシュ配信するＬＩＮＥ等の運用
を行い、本県で働く魅力を発信するととも
に、企業参加型の特設サイトにて県内企
業の発信内容を集約するなど、若者に向
けた県内就職の意識付けを実施した結
果、ＬＩＮＥ等登録者数は伸びている。
クリエイティブ企業誘致専任員による誘致
活動を継続的に行った。また、誘致セミ
ナーの実施や県一般財源による進出企
業への助成制度の活用のほか、リーディ
ング産業育成、スタートアップ支援など、
誘致体制の強化と進出企業の後押しを一
体的に実施したことで、順調に進捗した。

事業の継続

基盤形成が進んだことから、令和７年度を
もって交付金事業は終了した。引き続き、
本県企業の周知や県内就職に係る意識
醸成を図るため、大学コンソーシアムと連
携し、これまでの成果を踏まえながら県内
就職促進に向けた取組を実施していく。
また、積み上げてきたＬＩＮＥ等登録者に向
けて、引き続き県内就職を考える有効な
情報を発信するため、一部事業を見直し
て実施していく。
なお、若者に魅力ある企業の集積・定着
に向けては、今後も成長が期待される「情
報通信業」及び「コンテンツ産業」を誘致
重点対象に位置づけ、クリエイティブ企業
誘致専任員（東京事務所）と連携しなが
ら、誘致活動を展開していく。合わせて、
リーディング産業育成やスタートアップ支
援も継続的に行っていく。

4
若者・子育て世代の移
住定住促進事業

コロナ禍において生じた
社会変化の機会を捉え、
地方回帰の動きを加速
するため、若者や子育て
世代をターゲットとした移
住・定住促進に取り組む
とともに、結婚支援によ
る転出抑制に重点的に
取り組み、若者・子育て
世代に選ばれ、住み続け
られる持続可能な地域を
形成する。

25,195 12,597 
地方創生に相
当程度効果が

あった

東京圏在住の若者を中心にターゲティン
グ広告を配信し、テレワーク等多様な働き
方に関するセミナーや先輩移住者との交
流会を実施した結果、県及び市町の移住
相談窓口、移住促進施策等を利用して県
外から移住した世帯主数が1,723人とな
り、そのうち20代から40代が1,427人と全
体の82.8%を占めた。
若者・移住者の定着促進を目的として、若
者等と地域の関係づくりのため、若者等
のＮＰＯ参画を支援するとともに、若者等
に係るＮＰＯの広域ネットワーク化やＮＰＯ
に参画する女性によるコミュニティの創出
を支援した。加えて、地域外から様々な形
で関わる人の増加を図る優良事例の普及
や取組への補助により、関係人口として
若者が参加できる地域づくり活動の支援
数が目標に達した。
ふじのくに出会いサポートセンターの新規
会員獲得のため、市町によるしずおかマ
リッジの登録料補助制度（８市町で実
施）、30市町と連携した市町における出張
登録相談会の実施、市町の広報紙や公
式ＳＮＳでの情報発信、SNS戦略の強化
を実施した。また、企業版ふるさと納税を
活用した非会員向けイベントを初めて実
施したが、目標の達成には至らなかった。

事業の継続

引き続き、更なる移住者の増加に向け
て、移住検討層だけでなく、移住関心層へ
もアプローチを拡大し、情報発信やセミ
ナー等を実施していくとともに、若者等に
よるプロジェクト企画や若者等とＮＰＯとの
マッチング、若者等の外部人材を受け入
れるＮＰＯの広域ネットワーク化を支援す
る。
引き続き、若者等と地域の関係づくりのた
め、ＮＰＯを対象とした外部人材の受入プ
ランの立案と若者等とのマッチング支援を
実施する。経験者等がアドバイザーとな
り、新たに若者等の外部人材を受け入れ
るＮＰＯをサポートする仕組みづくりを企
画する。若者や子育て世帯のニーズに即
した情報発信や交流会等を充実させるほ
か、若者等の外部人材を受け入れるＮＰ
Ｏの広域ネットワーク化を支援する。ま
た、ＮＰＯに参画する女性によるコミュニ
ティの自立に向けた中核的リーダーへの
コンサルティング支援を実施する。
引き続き、ふじのくに出会いサポートセン
ターの新規会員獲得のため、市町による
しずおかマリッジの登録料補助制度や、
出張登録相談会、市町の広報紙や公式Ｓ
ＮＳでの情報発信、SNS戦略の強化に取
り組む。新たな取組として、公式LINEアカ
ウントを開設する。さらに、民間企業とも
連携しながら、非会員向けイベントを県内
３か所に拡大して実施する。
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仕事と子育て（介護）の両立支援・職場
環境づくりに取り組んでいる企業の割
合

97.00% 91.20%

オンライン講座（ＩＴスキル向上講座）に
より新規就業実現した者の数　

150人 104人

クラウドワークサービスによる受注ワー
カー数

200人 365人

次世代自動車の試作品開発等支援
件数

64件 61件

新たに環境経営に関する制度に参加し
取り組む事業者数

270件 475件

県内の電力消費量に対する再生可能
エネルギー等の導入率

27.70% 22.80%

5
仕事と子育てを両立す
る働き方の導入支援
事業

県内企業に対して、従業
員が仕事と育児を両立す
ることができる環境づくり
を支援する。また、出産・
育児等で長期間離職して
いる女性等の働き手に
は、デジタルスキルの習
得等の職業訓練の機会
を提供し、就業支援を行
うとともに、自由度の高
いワークスタイルを提供
するクラウドワークの構
築により、子育てと両立
できる働き方を提供する
環境整備を実施する。

83,537 41,768 
地方創生に効

果があった

テレワークなどの多様な働き方の導入・運
用推進のため延べ170社へ専門知識を
持った支援員が各２回以上訪問支援を実
施した。合わせて、仕事と子育ての両立
支援を促進するため、くるみん認定の啓
蒙動画制作と公開及び認定取得に向け
た伴走支援として30社を対象に２回以上
の訪問を実施した。また、仕事と子育て
（介護）の両立に資する認証制度や、男性
育児休業長期取得応援手当の周知広報
と取得促進に取り組んだ。実績値が低下
した要因は、算出基準としていた調査が
令和７年度は別事業調査へ統合され、調
査対象の母集団が変更となった調査結果
を参照したためであり、通算511社の巡回
訪問と30社の認定取得伴走支援によって
一定程度くるみん認定の周知・意識付
け、経営層の理解が進み、行動計画策定
や認定取得に向けた具体的な課題整理
が進んでいる。
また、出産や子育てなどで長期離職して
いる女性などを対象に、ITリテラシーの向
上やデジタルスキルの習得を目指すオン
ライン講座を実施し、新規就業実現を支
援した。
また、クラウドワークサービスを活用した
自由度の高いワークスタイルの普及促進
に向けて、普及セミナーの開催や、市場
ニーズの高いスキルを身につけるための
講座の開催、ワーカー同士のコミュニティ
形成と牽引役となる人材の発掘・育成の
ための地域リーダー研修の開催、さらに
は地元企業とのマッチング会を開催した。
その結果、本事業を通じて新たにクラウド
ワークサービスによる仕事を受注した
ワーカー数は、目標値を上回った。

事業の縮小

多様な働き方導入の次なるステップとし
て、くるみん認定取得プロセス（行動計
画、数値目標、実績検証、申請）の各段階
において、社会保険労務士等の専門家を
派遣し、支援を行うアドバイザー派遣事業
を拡充実施するほか、男性育児休業長期
取得応援手当の支給による男性育児休
業の取得促進を行う。
また、ITリテラシーの向上、デジタルスキ
ルの習得を目指す公共職業訓練等を開
催し、仕事と子育て・介護の両立支援・職
場環境づくりに引き続き取り組んでいく。

6

地域資源を生かした脱
炭素化の取組による持
続可能な地域づくり形
成事業

県内中小企業の脱炭素
化の支援による中長期
的な発展を支援し、県内
中小企業の脱炭素経営
への転換と、地域資源を
生かしながら消費者であ
る県民の脱炭素型ライフ
スタイルへの転換を図る
ことで、環境と経済を両
立させ、将来企業を支え
る人材の育成や地域の
魅力と質を向上させる。

66,531 33,265 
地方創生に効

果があった

次世代自動車センター浜松や静岡県産業
振興財団が中心となり、各種研究開発補
助金を誘因とした試作品等の開発を促進
した。
中小企業の脱炭素経営への転換や消費
者である家庭のライフスタイルの転換、再
生可能エネルギーの地産地消を含む中
小企業による脱炭素の取組などを県内全
域で図り、地域資源を生かした脱炭素化
の取組を通じて持続可能な地域づくりに
貢献した。
カーボンクレジット創出の参考となるガイド
ブックを作成するとともに、森林、茶にお
けるクレジット化支援により、地域の脱炭
素化を推進した。

事業の継続

本県の製造品出荷額の約４分の１を占め
る輸送用機械器具産業における脱炭素
化を支援していくことは、脱炭素社会を実
現していく上で非常に重要であることか
ら、引き続き支援を継続する。
また、引き続き県内Ｊクレジットの普及促
進を図り、中小企業等の脱炭素経営への
転換や省エネ・再エネの導入を進め、地
域の脱炭素社会への転換を推進する。
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バーチャル・シズオカのデジタルツイン
環境を活用した民間事業者数

1,800件
2026年

８月
公表

電子基準点を活用した測量設計業務
件数

300件 306件

「新技術交流イベント」のバーチャル空
間への参加者数

600人 2,008人

地域企業に対する副業・兼業を含めた
人材マッチング成約件数

867件 1,142件

KPI①のうちデジタル案件に関する人材
マッチング成約件数

77件 93件

地域企業の経営課題に関する相談件
数

1,796件 1,950回

KPI①のうち副業・兼業人材に関する人
材マッチング成約件数

217件 254件

地域における新規雇用者数 20人 1人

海洋スタートアップ創出・誘致数 5社 6社

国内外のスタートアップ、VC、投資家等
の招致件数

60件 127件

国外の研究機関等との共同研究件数 7件 3件

7
バーチャル・シズオカ
推進事業

３次元点群データによる
「バーチャル・シズオカ」
や東京都との共同運営
を行う「デジタルツイン３D
ビューア」を最大限活用
しつつ、現実空間での位
置情報測位の精度を向
上させることで、本県の
「場の力」を活かしなが
ら、データをあらゆる分
野へ活用することによ
り、地域の稼ぐ力や生産
性の向上、新たな担い手
の確保につなげ、様々な
社会的課題に対して効
率的に対応し、地域の活
性化を図る。

99,000 49,500 
地方創生に相
当程度効果が

あった

ベースとなる電子基準点の設置・三次元
点群データの整備を実施し、誰もが活用
できるデジタルツイン環境の構築を進め
た。
また、メタバースシズオカをバーチャル会
場としたイベント実施により情報発信を行
い、目標値を上回る参加があった。

事業の継続

引き続き、電子基準点の設置・三次元点
群データの整備を進めるとともに、イベン
ト等により活用事例を発信することで、民
間における活用の促進・新たな担い手の
確保を図る。

8
プロフェッショナル人材
戦略拠点事業

プロフェッショナル人材戦
略拠点において、金融機
関等と連携しながら、県
内中小企業の成長につ
ながる経営相談と人材確
保相談を行い人材ニー
ズを明確化、人材紹介会
社との連携や大企業連
携の強化により、プロ
フェッショナル人材の確
保を更に促進する。

95,112 57,679 
地方創生に非
常に効果的で

あった

都市部から県内への人材の還流を促し、
県内企業の人材確保を図るため、静岡県
プロフェッショナル人材戦略拠点を設置
し、企業経営等に関し専門的な知識等を
有する人材を県外から受け入れる取組を
行う県内の中小企業等を支援した。
兼業・副業人材の活用や、大企業との連
携による人材確保を推進し、実績値は目
標値を上回った。

事業の継続
引き続き、県内中小企業等のＤＸ化を含
めた経営力強化のため、副業・兼業人材
の受入れを推進していく。

9
海洋版デジタル田園都
市国家構想のモデル
構築事業

「デジタル田園都市国家
構想の海洋版」（ブルー
エコノミー駿河湾国際ラ
ウンドテーブルでの提
言）や「オーシャントラン
スフォーメーション」（第４
期海洋基本計画）などの
新たな概念の提唱に加
え、"静岡の海"のテスト
ベッドとしての可能性を
踏まえた世界的な注目
度の高まりに応えていく
ため、デジタルを活用し
た"静岡の海"の見える
化の推進、産業集積や
投資を呼び込む仕組み
を構築し、本県における
海洋イノベーションエコシ
ステムを創生する。

172,791 86,395 
地方創生に相
当程度効果が

あった

駿河湾の実証フィールドとしての利便性
向上を図るなどの取組を進めた結果、「地
域における新規雇用者数」は目標値を下
回ったが、「海洋スタートアップ創出・誘致
数」「国内外のスタートアップ、VC、投資家
等の招致件数」は目標値を上回って進捗
している。
海洋関連のスタートアップやVC等のマッ
チングイベント「Blue Economy EXPO」を
静岡市清水区で開催したほか、世界的な
海洋産業クラスター連携組織「ブルーテッ
ク クラスター アライアンス」にMaOI機構が
加盟し、海洋産業の振興が図られてい
る。

事業の発展

引き続き、駿河湾実証フィールドの利便性
向上を図るとともに、デジタル技術を活用
した研究開発の振興を図る。
「Blue Economy EXPO」の規模を拡大して
開催するとともに、「ブルーテック クラス
ター アライアンス」加盟を活かして共同研
究等に取り組む。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

地域における観光消費額 6,750億円
2026年

８月
公表

訪日外国人　平均宿泊日数 1.4泊 1.5泊

アメリカ、イギリス、オーストラリアから
の外国人宿泊者数

120千人 177千人

本事業により造成されたインバウンド向
け旅行商品造成数

24件 29件

地域における人口一人当たりの労働生
産性

4,031.21千円

2027年
３月
公表

海外高度人材活躍支援事業による県
内企業への内定者数

155人 161人

障害者雇用率の推移 2.60% 2.44%

女性活躍応援会議参加企業のうち福利
厚生等にフェムテックを取り入れた企業
の割合

90.00% 20.83%

10
静岡の地域資源を活
かしたインバウンド推

進事業

コロナ禍の影響で落ち込
んだインバウンド需要の
早期回復に向け、本県の
地域資源を活用した効果
的なプロモーションを行
い、インバウンド需要の
拡大を図る。

139,328 69,664 
地方創生に相
当程度効果が

あった

本県の地域資源と集客力のあるコンテン
ツを組み合わせた旅行テーマによるプロ
モーションやスタンプラリー等のイベントに
より誘客を促進し、海外からの旅行者の
滞在日数の長期化や旅行消費額の増加
を図った結果、訪日外国人平均宿泊日数
が目標を上回った。
また、欧米豪市場等の富裕層等を対象と
した県内周遊プランを造成、商品化し、海
外販売促進のためファムトリップを実施す
るなど、インバウンド需要の回復を図った
結果、アメリカ、イギリス、オーストラリア
からの外国人宿泊者数が増加した。

事業の継続

引き続き、海外から人気のある本県の
食、世界遺産富士山等の地域資源やコン
テンツを活かした商品の造成及び情報発
信等を行うとともに、商品を販売する事業
者との連携を強化していくことで、訪日外
国人観光客の消費額の拡大及び滞在日
数の長期化に取り組んでいく。

11
外国人×障害者×女

性 多様な人材活用・育
成事業

女性、障害者、外国人
等、多様な角度からの地
域社会の担い手確保に
向け、女性活躍に向けた
企業への伴奏支援や障
害者への支援など、多様
な人材の育成・活躍を推
進する。

175,573 87,786 
地方創生に効

果があった

外国人雇用に関する専門家等の派遣を
通じ、外国人雇用に関する正しい理解や
受け入れ体制構築等の支援を実施するこ
とで、雇用の機運を高め、海外の高度人
材との面接会における雇用機会につなげ
た。
高工賃を実現している福祉事業所の施設
長等による研修を開催し、専門家による
個別の伴走支援を実施した。また、共同
生産する製品の商品化に向け、試作品の
製造等を行い、生産性向上に資する取組
として一定の効果があった。
聴覚障害児の療育プログラムの実施に向
け、県と実施主体である県立病院機構、
オーストラリアのシェパードセンターと結ん
だ三者協定に基づき、R7年度は療育に係
る実践的な技術・知識を習得した医師、言
語聴覚士の下、療育を開始し１０人程度
の聴覚障害児を受け入れた。聴覚障害児
の特性や発達過程に応じた適切な療育が
できるよう、シェパードセンターの指導の
下、専門スタッフの養成と日本に適した療
育プログラムの構築を着実に進めた。
フェムテック導入支援を実施し、参加企業
における女性特有の健康課題への理解
が進み、女性の就業継続につながる取組
を始める企業が現れるなど、事業効果が
見られた。
ダイバーシティ経営に積極的に取り組む
中小企業を表彰し、県内企業の多様な働
き方にかかる理解促進や普及に向けた意
識醸成を推進した。また、 専門家の派遣
により性の多様性への理解が進み、企業
等における職場環境改善への意欲が向
上するなど、一定の事業効果が見られ
た。

事業の継続

県が実施する海外高度人材活躍支援事
業における内定者数増加は達成見込み
である一方、受入れ体制整備支援事業に
おける企業からの派遣依頼は想定してい
たよりも少数に留まり、高い企業ニーズは
認められなかったため、費用対効果の観
点から本事業を廃止する。
高工賃を実現している福祉事業所の施設
長等による研修を通し、事業所職員の意
欲向上や知識習得を図るとともに専門家
による個別の伴走支援を実施する。また、
共同生産する製品の商品化に向け、試作
品の製造等を行い、商品包装デザインの
検討・作成、販路開拓等を実施する。
聴覚障害児の療育プログラムについて
は、毎年約10名を対象に療育を実施して
いる。また、静岡県立総合病院の療育手
法をシェパードセンターと検証し、アドバイ
スや意見交換を行うなど本県独自の療育
体制を整備していく。
フェムテック導入支援を継続するととも
に、R6,R7年度の導入支援企業の好事例
について事例集を作成し、他の企業へ横
展開することで、女性特有の健康課題へ
の理解を広げ、女性の就業継続を推進す
る。
企業表彰を通じたダイバーシティ経営の
普及を図る。
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交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

地域における観光消費額 8,000億円
2026年
10月
公表

県内延べ宿泊客数 2,200万人泊 2,224万人泊

スポーツを通じた県内外の交流人口 15,000,000人 14,883,453人

プロチーム観戦者数 1,000,000人 1,016,868人

本移住支援事業に基づく移住者 4,283人 1,986人

本起業支援事業に基づく起業者 117人 104人

マッチングサイトに新たに掲載された求
人数

2594件 1,429件

本移住支援事業の基づく18歳未満の世
帯を帯同して移住した世帯数

470世帯 350世帯

12
スポーツを通じた静岡
県への誘客促進事業

プロスポーツチームと連
携し、スポーツ観戦と観
光を結びつけることで、
県内周遊を促進する。ま
た、大規模スポーツ大会
の誘致や長期滞在を見
据えたコンテンツづくりに
より、受け入れ体制の強
化を図る。

43,836 21,918 
地方創生に相
当程度効果が

あった

エコパを中心とした延べ宿泊者数2,000人
以上の大規模スポーツ大会（サッカー）の
開催支援や、市町が取り組むサーフィン・
スポーツコミッションを核としたまちづくり
に対する支援、また、武道に関するインバ
ウンド向けのツアーを複数回実施し、国内
外からの誘客促進を図ったことで、延べ宿
泊者数が目標値を上回った。
また、プロスポーツチームと企業の共創に
よる新たな観戦ビジネスの創出やTECH 
BEAT Shizuokaを活用したブース出展など
に取り組んだことで、プロチーム観戦者数
の増加に寄与した。

事業の継続

令和７年７月に策定したしずおかスポーツ
産業ビジョンを具現化するため、今年度法
人化したスポーツコミッションShizuokaを中
心に、大規模大会の誘致や各地域資源を
活用したツーリズム事業を展開し、国内外
からの誘客促進を図る。
また、静岡ＳＯＩＰを中心としたプロスポー
ツチームと企業との共創により、新たな観
戦体験の提供や新規ビジネス等を開拓
し、新規ファンの獲得を目指す。

13
ふじのくに移住・就業
支援事業

中小企業等の魅力や求
人情報を、県のマッチン
グサイト「静岡県移住・就
業支援金求人サイト」を
通じて、東京圏からのUIJ
ターン希望者に効果的に
情報発信する。また、起
業、移住支援を行う。

534,951 267,475 
地方創生に効

果があった

中小企業の採用活動の支援等を行うコー
ディネーターを県内に２名配置し、マッチ
ングサイト周知や対象企業の掘り起こしを
行ったものの、マッチングサイトに新たに
掲載された求人数は、目標値に到達しな
かった。
また、本県移住・定住情報サイト内の支援
金特設ページを開設したことで、制度利用
希望者自身が支給要件を満たすか否か
を判断できるようになり、積極的な制度活
用が促進されている。
移住・就業支援金の交付決定件数はR６
年度の342件から329件と減少したが、前
年度に引き続き全国でも高水準の結果と
なった。
起業支援金についても、28件の交付確定
があり、地域課題の解決を目的とした起
業者に対する支援を実現できた。

事業の継続

累計全国実績の約１割を占める本県の移
住・就業支援金需要に対応できるよう、十
分な予算確保に努めるとともに、コーディ
ネーターの配置を継続し、中小企業にマッ
チングサイトへの求人掲載等を働きかけ
ていく。
さらに、求職者への求人情報の露出を増
やし、マッチング率を上げるため、再構築
したマッチングサイトを引き続き活用して
いく。
また、制度を有効に活用してもらいながら
移住を促進できるよう、市町等の移住相
談窓口と緊密に連携し、移住希望者に制
度を周知していく。
起業支援事業については、起業者の事業
拡大やネットワーク構築を目的としたセミ
ナーを開催するとともに、中小企業診断
士等の専門家を派遣し、伴走支援を通じ
て、継続的な支援を実施していく。
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静岡県の農業産出額 2,297億円 2,396億円

県が販路開拓支援の取組を行った案
件に参加した延べ事業者数

290者 296者

海面漁業・養殖業産出額 44,642百万円 54,018百万円

適切に管理された里山林面積 263ha
2026年
12月
公表

14
儲かる農林水産業の

実現による地域経済の
活性化事業

本県の豊かな自然資源
と地理的優位性を最大
限に活用しつつ、農林水
産業の課題解決と地域
経済の発展に向けた取
組強化のため、農林水産
物の栽培技術の実証や
情報発信、首都圏や海
外等への販路拡大等に
関する事業を実施する。

153,795 76,897 
地方創生に相
当程度効果が

あった

「バイ・シズオカ　オンラインカタログ」を活
用し、首都圏量販店バイヤーや卸売業者
等との商談会を開催したことにより、首都
圏や中央日本四県等への販路が拡大し
ている。また、中国、韓国、シンガポール
などにおいて静岡フェアや静岡プロモー
ションイベントなど販路開拓につながる各
種取組に参加した事業者数は目標を達成
した。
静岡県でのアボカド栽培技術を実証する
ため、県研究所での栽培研究、生産者へ
の栽培委託を行い、ほ場の環境データ収
集を開始した。
「静岡茶ブランディングプロジェクト」を立
ち上げ、県内茶業関係者等が意見交換を
行い静岡茶ブランドのコンセプトやプロ
モーション等の戦略を策定した。
静岡茶の海外需要に対応できる茶工場を
中核とした拠点化を支援し、生産構造の
転換が進んだ。
静岡県内の水産業について、課題抽出や
経営分析をもとに海洋環境の変化等に対
応した新たな漁業経営や漁協経営の在り
方を検討し、これらの結果や改善策を今
後の施策に反映させた。
アンケート調査により、伊豆半島沿岸の
磯焼けの現況を把握した。アントクメ種苗
を200基移植し、ブダイ330kg、ムラサキウ
ニ1,097匹を駆除した。
人工生産したアサリ稚貝の育成装置の規
模拡大を行った。また、Ｒ5年に浜名湖へ
敷設した砕石区のモニタリング調査を実
施し、砕石敷設の増殖効果を確認した。
森づくり団体の高齢化やメンバーの固定
化の解消に関する基調講演や、世代交代
に取り組む団体の事例紹介等を行う交流
会を開催したほか、新規参入者の確保を
目的とした養成講座を実施し、延べ91人
が参加した。
支援を行ったことで、森づくり団体が抱え
る課題の把握につながり、それぞれの団
体における課題解決に向けた提案ができ
た。

事業の継続

マーケティング戦略の推進により、首都圏
等に向けた多彩で高品質な本県農林水
産物の販路拡大を図るほか、海外現地商
流での新たな市場開拓、商・物流構築に
取り組む。
アボカド栽培技術を実証するため、継続し
て研究、調査を実施する。また、流通上の
課題を抽出するためのマーケティング調
査を実施する。
静岡茶ブランディングプロジェクトを継続
し、新しい静岡茶ブランド「JAPAN TEA 
SHIZUOKA」を世界に向けて発信する。
急速に高まる海外需要に対応できる生産
構造への転換を継続して推進する。
漁獲物の価値の最大化や経営の効率化
を図るととともに、民間や地域のステーク
ホルダーと一体となった取組を推進し、持
続可能な水産業の実現を目指す。
アントクメ藻場回復の起点を創出し、藻場
を取り戻すことで藻場を生息地とする磯根
資源の回復に取り組む。
　稚貝の人工生産と砕石敷設によるアサ
リの増殖事業を引き続き実施することで、
アサリ資源の回復を目指す。
事例紹介等を行う交流会の開催やアドバ
イザー派遣、ボランティア養成講座を継続
的に実施し、森づくり団体の活動基盤の
強化を図り、里山林の継続的な整備につ
なげていく。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

観光消費単価 3.3万円/人

2026年
８月
公表

平均宿泊日数 1.71日 1.62日

スポーツを通じた県内外の交流人口 15,000,000人 14,883,453人

県内スタートアップ数 200社 199社

先端産業創出プロジェクト等による事業
化件数

16件 17件

15
「推し活」消費を中心と

した誘客促進事業

本県の多彩なコンテンツ
による誘客の促進、観光
ブランドの形成などの取
り組みを発展させ、宿泊
の動機付けや周遊を促
すコンテンツを造成する
ことで、滞在日数の長期
化に取り組むほか、地域
資源を活用した「推し活」
消費につなげることで、
消費額の増加を目指す。

220,930 110,465 
地方創生に効

果があった

県有文化施設でのナイトタイムイベント開
催等により長期滞在を促進したほか、ア
ニメ、ロケ地の聖地巡礼マップ作成や温
泉･サウナなど地域資源を活用した体験コ
ンテンツ造成等により「推し活」消費を促
進し、旅行者の滞在日数の長期化や旅行
消費額の増加を図ったが、平均宿泊日数
は目標の達成には至らなかった。
スポーツに関しては、富士スピードウェイ
や富士山を中心としたトレッキング環境な
ど本県北駿地域の豊富なスポーツ資源を
組み合わせた新たなコンテンツ造成及び
販売支援を行い、県外交流人口の拡大を
図ったが、目標に達しなかった。また、沿
岸市町が独自に取り組むビーチ・マリンス
ポーツによるまちづくりを県（スポーツコ
ミッション）が面的に情報発信し、交流人
口の拡大につなげた。

事業の継続

引き続き、長期滞在を目指した人気コンテ
ンツとの連携による取組を推進するととも
に観光資源（文化資源、観光資源等）やプ
ログラムの磨き上げ・充実をさらに進める
ことで、本県の観光資源を最大限に活用
した消費額の拡大及び滞在日数の長期
化に取り組んでいく。
スポーツに関しては、県の強みであるモー
タースポーツや多様なプロスポーツチー
ムと連携し、新たな観戦価値の提供や観
戦後の周遊事業に引き続き取り組む。ま
た、スポーツコミッションShizuokaの法人
化により、民間人材を活用しながら、広域
的な視点のもと、スポーツ大会や合宿の
誘致を行うとともに、新たなスポーツツー
リズムコンテンツの開拓に取り組んでい
く。

16
次世代エアモビリティを
はじめとする新たな産
業活力の創出事業

次世代自動車や航空、
医療・食品などの成長分
野で県内市町や地域企
業とスタートアップのマッ
チング及び連携促進によ
り、新製品・新サービス
の創出を図る。また、県
内大学等と連携し、企業
のデジタル人材を育成、
プラットフォーム構築や
水素関連技術開発に係
る補助金等により、創エ
ネ・蓄エネ開発に取り組
む。

556,290 278,144 
地方創生に相
当程度効果が

あった

地域資源を活用した実証実験のサポート
や県内企業・自治体とのマッチングによ
り、スタートアップの事業化から成長段階
に応じた支援を展開することができた。
また、コミュニティ形成を支援するスタッフ
の配置により、スタートアップ等が集まる
コミュニティを形成することができた。
ファルマバレープロジェクトにおける象徴
的企業の育成を図るため、開発意欲の高
い支援対象企業を１社選定し、医療機器
の開発・事業化に対する集中支援（担当
コーディネーターによる課題解決支援等）
を実施した。
R７年度開発件数は０件（当初設定KPI通
り）であったが、当該企業の開発体制への
伴走支援により次年度以降の開発成果
への着実な進捗が得られた。
未利用食材活用トライアル拠点を設置し、
県内企業によるアップサイクル食品の研
究開発を推進したこと及び未利用食材を
活用した食のアップサイクル商品の事業
化を支援したことにより、試作品件数及び
事業化件数について、目標値に到達し
た。
産学官金連携による事業化促進を目的に
設立したＡＯＩフォーラムは2026年3月末時
点で会員数403となり、コーディネーター等
の専門人材によるフォーラムを通じたマッ
チング支援の取組や研究開発等を進めた
ことにより、ＡＯＩプロジェクト事業化件数の
目標を達成した。

事業の発展

「静岡県スタートアップ支援戦略」に基づ
き、スタートアップの成長段階に応じた切
れ目のない支援を推進していく。特に、成
長段階にあるスタートアップに対する支援
の充実を図るため、資金調達支援や伴走
支援、マッチング支援の充実を図ってい
く。
また、県内企業との協業機会の創出を促
進するとともに、関係機関との連携強化に
より、地域へのスタートアップ支援の効果
を波及させていく。
R７年度支援対象企業については、引き
続きコーディネーターによる伴走支援等を
実施し、着実な製品開発実績等の成果に
つなげていく。
技術力の高い地域企業による高度な医療
機器等開発のモデルケースを創出し、後
続の優れた企業の参入を促進するといっ
た好循環を構築することで県内医療健康
産業の活性化を図る。
引き続き、未利用食材を活用した食の
アップサイクル商品の事業化を支援して
いく。
引き続き、産学官金の多様な参画により、
持続的なイノベーションの創出を促進する
とともに、研究開発機関や農林事務所な
どと連携し、生産者や農業団体等を積極
的に支援し、新たな先端農業技術の生産
現場への普及・展開に取り組む。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

先端産業創出プロジェクト等による試作
開発支援件数

18件 47件

ＩＣＴ人材を確保している企業の割合 58.00% 65.50%

創エネ・蓄エネの開発に取り組む事業
者数

269者 291者

ビジネスマッチング機能等を搭載したＣＮ
Ｆプロジェクト専用サイト構築等により支援
を実施した。
次世代自動車関連部品のベンチマーク活
動などから得られた知見を活用し、新たな
試作部品の開発を支援することで、次世
代自動車分野への参入や技術力向上を
促進した。
空飛ぶクルマ機体メーカーと県内企業と
のビジネスマッチング等を実施し、次世代
エアモビリティ産業への新規参入を促進し
た。
利用者層や適正な利用料金などを把握す
ることを目的に、ヘリコプターを空飛ぶク
ルマに見立てて、国内在住の外国人モニ
ターを対象に、遊覧飛行を実施した。その
結果、清水港においては観光遊覧の商品
性と需要性が十分に見込まれる結果と
なった。
また、機体の運航拠点のほか、県内の設
置可能性について調査も行った。その結
果、機体の輸送費用が高いため、需要地
に近い港を選定する可能性が高いことも
分かった。
トップレベルのデジタル人材を育成する講
座や県内大学等と連携した講座の実施、
イノベーション拠点「SHIP」の運営等に取
り組んだ結果、企業ニーズに対応したデ
ジタル人材の育成を実施することができ
た。
Ｒ７年度は、小中高生を対象に２日間のプ
ログラミング講座を開催し、計39名の学生
が参加した。参加者はオリジナルアプリの
開発やWEBサイト制作を通じてデジタルス
キルを習得し、参加者のうち２名はジュニ
アプロコンに出場するなど、将来社会で活
躍するICT人材の育成に貢献した。
再生可能エネルギーや水素関連の講演
会や視察会の開催、コーディネータによる
伴走支援、国際展示会への出展等によ
り、県内企業のエネルギー関連産業への
参入等を後押しした。その結果、本事業を
通じて新たに創エネ・蓄エネの開発に取り
組む事業者数は目標を上回った。

引き続き、専用サイトでのビジネスマッチ
ング等により、製品開発を支援していく。
CASEやSDV化の進展に対応するため、
今後も中小企業の試作品開発支援を継
続し、次世代自動車分野への参入促進及
び競争力強化を図る。
引き続き、空飛ぶクルマ機体メーカー等と
のビジネスマッチング等を通じて、次世代
エアモビリティ産業への参入支援を行って
いく。
静岡県内での次世代エアモビリティの実
装を促進し、観光等での利用による新た
な価値の創出と生活交通等の社会問題
の解決に繋げるため、将来静岡県内で事
業展開を目指している法人を対象に、補
助金を交付する。
「静岡県デジタル人材確保・育成戦略」に
基づく取組を一層推進するとともに、AI技
術の導入や、企業ニーズを踏まえた多様
なデジタル人材の育成を図っていく。
引き続き、小中高生向けのプログラミング
講座を基盤として次世代のデジタル人材
を育成し、AIエンジニアコンテストなどへの
参加を促進していく。こうして育成した人
材が講座の運営補助や、コンテスト優秀
者を対象としたコミュニティのメンバーとな
ることで、次世代の育成につながる好循
環（エコシステム）を創出していく。
引き続き、新たに創エネ・蓄エネの開発に
取り組む事業者数の増加に向けて、事業
者のニーズに合わせた取組や企業同士
のマッチング支援を強化していく。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

ICT人材を確保している企業の割合 58.00% 65.50%

事業承継診断実施件数 58,121件 60,286件

構築する中小企業ＤＸ支援パターン数 3件 3件

職業体験講座の受講者数 1,000人 1,702人

海外高度人材内定者数 123人 117人

県外からの移住者数 3,000人 3,395人

温泉旅館オフィス入居企業数 1社 1社

公共ライドシェア導入市町数 15市町 15市町

県外企業の現地案内件数 6件 3件

17
地元企業の活性化事

業

市町や産業支援団体等
と連携を図り、地元企業
への支援体制強化を進
め、ニーズ把握（困って
いる企業の掘り起こし）、
事業の普及啓発に重点
を置きつつ、AI･IoT、ロ
ボットの導入、外国人材
の活用を関係機関と一
体的に推進する。

79,243 39,621 
地方創生に相
当程度効果が

あった

AI・IoT・ロボットの導入促進セミナーや専
門アドバイザーの伴走支援の実施により
県内中小企業のデジタル化を促進し、ＩＣ
Ｔ人材の確保に繋げた。また、ＤＸ導入実
証調査を実施することで企業のデジタル
活用段階に応じた支援パターンを策定・
蓄積した。
事業承継においては、実証事業や市町連
携推進会議、ネットワークの活動により、
単年度目標の7,654件を達成（目標比＋
22％）し、新たな潜在的ニーズの掘り起こ
しにつながった。
職業体験講座の受講者数は目標値を超
え、地元企業の認知度向上にも寄与し
た。
外国人の就業支援策として、外国人材の
雇用・定着・労務管理の相談窓口を設置
し、受け入れ体制を整備した。なお、県内
企業とインド・ネパールの高度人材との就
職面接会では延べ12人が内定し、人手不
足の支援に貢献した。

事業の継続

中小企業生産性向上とデジタル技術導入
促進のため、昨年度に引き続き、アドバイ
ザーによる伴走支援や導入促進セミ
ナー、実機展示イベントを開催する。ま
た、中小企業へのDX支援では、企業向け
スクール事業を実施し、静岡県産業振興
財団のＤＸ導入支援体制のさらなる強化
を図る。
事業継承支援では、市町による取り組み
の促進を目的に実証事業を踏まえたモデ
ル事例の横展開に取り組む。
職業体験講座の開催時期を夏休み以外
にも拡大し、対象を小・中学生にすること
でより多くの参加を促進する。
外国人材の雇用に関しては県内企業の
円滑かつ適正な受入れ体制構築を支援
し、さらなる外国人受入れの流れを創出
することで企業の活性化を図る。加えて、
現地大学と連携した学生向け説明会を継
続し、本県の魅力や利点をＰＲしながら就
職面接会を継続実施する。
引き続き、市町や支援団体と連携し、地
元企業の活性化を促進する事業を展開し
ていく。

18
魅力ある地域づくりに

よる人の流れの創出事
業

魅力ある雇用の創出（企
業立地促進）、地域の価
値や魅力の向上（しずお
かリノベーションまちづく
り、伊豆ヘルスケア温泉
イノベーション）、ターゲッ
ト層の拡大（移住・定住
促進、多文化共生推進）
を図る。

63,041 31,520 
地方創生に相
当程度効果が

あった

県外からの移住者数は目標の3,000人を
大きく上回り、3,395人と過去最多となり、
人の流れの創出に寄与した。
温泉旅館オフィスへの視察（計12社）のほ
か、１社が入居し、目標に沿って事業展開
している。
地域住民の生活の足を確保するため、市
町の公共ライドシェア立上げにおけるアド
バイザーを派遣することで、円滑な立上げ
をサポートした結果、新たに公共ライド
シェア導入を進める市町が増え、15市町
と目標値に到達した。
首都圏での知事トップセールスの開催、
本県の魅力発信のための動画や補助金
パンフレットの作成、産業団地に係るＧＩＳ
の整備により、県外企業に対する効果的
な誘致活動に向けて順調に進捗した。
このほか、多文化共生意識の醸成を図る
ため新たに12月を多文化共生月間として
集中広報を実施し、シンポジウムを開催
すると共に、外国人学校での企業講話、
「やさしい日本語」の普及啓発を実施し
た。
リノベーションまちづくりに関する広報資
材の作成及び市町等への各種助成を通
じ、認知度の向上や全県展開に向けた進
捗が図られた。

事業の継続

移住の取組については、引き続き、ター
ゲット層の拡大に取り組み、さらなる移住
者の増加を図る。
温泉旅館オフィス化事業については、モ
デル旅館をR8年度追加選定し、伊豆地域
での面的な展開を促すほか、旅館と入居
企業とのマッチング支援をより強化する。
公共ライドシェアについては、（一社）全国
自治体ライドシェア連絡協議会が体制を
整え、市町の相談に対応する形をとった
ため、県からのアドバイザー派遣は終了
する。ただし、引き続き県内外の優良事例
を全市町が参加する会議などで情報提供
するなどの伴走支援を費用のかからない
形で実施していく。
企業誘致については、首都圏等でのトッ
プセールスの継続、ＰＲ動画やＧＩＳ等の
営業ツールの活用に加え、投資が期待で
きる企業のリストを作成することで、より効
果的な県外企業の誘致強化を図ってい
く。
多文化共生推進については、一定の機運
醸成等が図られたため、シンポジウムの
開催及び外国人学校講話等、一部事業を
廃止する。
リノベーションまちづくりに関しては、引き
続き、全県展開を進めるべく市町等を支
援していく。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

県内の観光消費単価 3.35万円/人

2026年
８月
公表

駿河湾フェリー徒歩乗船客数 26千人/年 36千人/年

清水魚市場河岸の市（駿河湾フェリー
清水港ターミナルを含む）への入館者
数

926千人/年

2026年
８月
公表

環駿河湾地域の観光交流客数 2,755.9万人

2026年
９月
公表

農業産出額 2,297億円
2027年

3月
公表

新規就農者の増加人数（県内） 0人 0人

農業関連分野への就業者数（県内） 0人 0人

市町や団体が行う関係人口に関する取
組への参加者の増加数

30,000人 50,615人

19
環駿河湾観光経済圏

創生事業

本県の環駿河湾地域の
周遊促進及び交流活性
化を図るため、静岡市と
連携し、広域での周遊イ
ベントや駿河湾フェリー
内のコンテンツ開発を行
い、県中部と東部・伊豆
半島とを結ぶ新たな人流
を創出するとともに、土
肥港側の２次交通を改善
することで、徒歩旅行者
が　安心して旅行できる
環境の整備及び伊豆周
遊の拠点化を図る。

68,575 34,287 
地方創生に効

果があった

清水港の魅力向上に向けた賑わいづくり
イベントの開催や駿河湾フェリーの船内
体験の魅力化を目的とした体験型コンテ
ンツの造成や先端技術を活用したＡＲコン
テンツの開発、インバウンド向けの船内改
修、そして土肥港２次交通の強化のため
の電動モビリティを活用したコンテンツ提
供など、駿河湾フェリーを核とした陸路・海
路をつなぐ環駿河湾地域の新しい人の流
れの創生を図った結果、駿河湾フェリー徒
歩乗船客数が目標を上回った。

事業の継続

引き続き、本事業で造成したコンテンツを
活用し、環駿河湾地域の周遊促進及び交
流活性化に取り組んでいく。駿河湾フェ
リーの船内体験の魅力化に関しては、既
存のコンテンツに加え、新しく「イマーシブ
シアター」という没入体験ツアーの造成を
行い、広く販売をしていく。また土肥港２次
交通改善事業に関しては、新たなモビリ
ティの活用を計画している。これらの取組
によって、県内外からの誘客を図る。

20
地域の担い手育成プロ

ジェクト推進事業

首都圏の若者・女性や自
衛官を含む現役世代の
就農を促進するため、デ
ジタル技術を活用した学
習環境を整備するととも
に、６次産業化や二地域
居住の推進による関係
人口の拡大を図り、農業
を核とした持続可能な地
域づくりを目指す。

19,022 9,511 
地方創生に相
当程度効果が

あった

農林水産業の競争力強化と人材の確保・
育成による農業の成長産業化に向け、イ
チゴ栽培について、社会人が働きながら
学べるスクーリングの仕組みとして、デジ
タル技術を活用した学習システムの開発
に着手した。

事業の継続

引き続きイチゴの学習システムの開発を
進めるとともに、ブドウの学習システムの
開発にも着手する。また、社会人が働きな
がら農業を学べる仕組みの構築に向け、
県東部地域をモデル地域として、民間事
業者を核とした人材受入・育成体制の整
備を進める。
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

交付対象事業費 うち交付金 目標値 実績値

茶産出額 239億円
2026年
12月
公表

施設を利用して事業化された、茶の
新商品等の販売金額

5,000千円 8,200千円

茶の新商品等の開発を目的とした、
本施設の利用件数

393件 425件

県内におけるノコギリガザミ・クエの
生産額

35,002千円 60,388千円

ノコギリガザミ・クエ種苗生産数 262千尾 32千尾

外部機関等による施設使用件数 4件 4件

茶産出額 287億円
2026年
12月
公表

茶輸出額 51億円 106億円

茶有機栽培面積 262ha 382ha

ＣｈａＯＩフォーラム会員数 605会員 921会員

事業概要 事業指標（ＫＰＩ） 事業評価 事業の今後について

2025年度の実績額
（千円）

2025年度の評価

＜令和4年度実施分＞

＜令和5年度実施分＞

No
事業名称 内容 指標名称 事業効果 総合戦略に対する効果 今後の方針 事業展開

1

静岡県農林技術
研究所茶業研究
センター施設整
備計画

茶業の収益性を高め、地域の稼ぐ
力を創出し、静岡ならではの茶業
の再生につなげることを目標とし
て、茶業の技術革新を進める拠点
である、県茶業研究センターの施設
及び設備を再整備する。

－ －
地方創生に相
当程度効果が

あった

令和６年度末に食品等加工機器の整備
が完了し、令和７年度から全面的に運
用が開始したことにより、施設を利用し
て事業化された茶の新商品等の販売金
額、茶の新商品等の開発を目的とした
本施設の利用件数ともに目標値を大きく
上回った。地域の茶業の収益性向上及
び「稼ぐ力」の創出に貢献した。

事業の継続

現在、新成長戦略研究で取り組んでいる、食品加
工機器の新たな利用法の提案や、利用者等からの
利用方法の提案を具体化し、機器利用の幅を広げ
利活用を推進する。
茶業研究センターの成果発表会を始め、研修会で
の講演、SNSでの情報発信、イベントへの出展など
を積極的に行い、ＣｈａＯＩファクトリーの認知度向上
を図る。
ＣｈａＯＩフォーラム事務局と連携した相談対応、Ｃｈａ
ＯＩファクトリーの視察受入れなどを積極的に行い、
実際の利用につなげるように努める。

2

新たな魚種の種
苗生産技術確立
に向けた量産実
証施設整備計画

魚価が高く種苗放流に対する漁業
者からの要望が強いノコギリガザミ
やクエの種苗生産技術を確立し、
生産・放流数の増加を図ることで資
源を増大させ、漁業所得の向上に
つなげることを目標に、閉鎖循環型
の飼育環境を備えた施設を整備
し、量産実証研究を推進する。

－ －
地方創生に相
当程度効果が

あった

2022年度に完成し、2023年度から運用
を開始した結果、一定数の効果があげ
られた。ノコギリガザミ、クエの生産の他
に、外部機関による新魚種（夢あじ）の
生産にも使用され、地元の水産業の発
展に貢献している。

事業の継続

ノコギリガザミの種苗生産の際に疾病が発生し、大
量死が起こった結果、種苗生産数の目標値に達し
なかった。この対策のために県単研究を実施中で
あり、引き続き生産を行う。また、新魚種の生産の
ための施設利用需要があるため、事業を継続す
る。

3

静岡県農林技術
研究所茶業研究
センター『新研究
棟・基盤技術研
究棟』施設整備
計画

茶業の収益性を高め、地域の稼ぐ
力を創出し、静岡ならではの茶業
の再生につなげることを目標とし
て、茶業の技術革新を進める拠点
である、県茶業研究センターの施設
及び設備を再整備する。

230,380 115,189 
地方創生に相
当程度効果が

あった

海外需要の拡大を踏まえた輸出向け茶
葉の開発や基盤整備の強化により、茶
輸出額の目標値を大きく上回った。ま
た、有機栽培の技術開発等により、茶有
機栽培面積も目標値を大きく上回った。
ChaOIフォーラム会員数についても、周
知が進んだことで会員数が大幅に増加
しており、目標が達成された。

事業の継続

整備した施設の新たな機能を活用して、茶のスマー
ト育種システムによる新品種開発や、栽培・土壌肥
料・病害虫対策技術開発を促進することで、茶業の
収益性向上や茶産地の活性化を図る。
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